
沖縄県知事 玉城デニー様                             ２０２２年７月   日 

 

熊野鉱山開発に係る公害等調整委員会の合意案受諾撤回を求める要請 

 

＜要請人＞ 

住所： 

氏名：  

団体名： 

 

 

 日々の沖縄県政運営に心から敬意を表します。 

さて公害等調整委員会は、本年６月１４日、沖縄県糸満市の熊野鉱山開発に係る県の措置命

令の取り消しを求めた開発業者の不服申立てについて、双方に合意案を提示しました。すでに

開発業者は合意案を受諾し、知事も６月２４日、合意案を受諾すると回答されました。 

しかし、今回の合意案に沿って事業が進められれば、熊野鉱山周辺に今も残っている戦没者

の遺骨が散逸してしまうことが危惧されます。また、今回の合意により県の措置命令が失効して

しまうことから、今後、沖縄戦跡国定公園内の２０数か所の鉱山、そして今後、新たに開発される

鉱山に対して、県が自然公園法に基づく措置命令を出すことは困難になってしまいます。 

さらに県の措置命令は、「（事前の）遺骨の有無の確認」、「掘採開始前の県との協議」を義務

づけたものでしたが、合意案では、「（業者が）工事の際に遺骨を発見したときは、半径５ｍの範

囲で工事を２週間中止し、遺骨収集情報センター等による調査・遺骨の収集を認める」というもの

にすぎません。しかし南部地区の遺骨は細かく砕かれたものが多く、重機による掘採中に遺骨を

発見することなどほぼ不可能です。  

措置命令は自然公園法に基づいたものですから、違反すれば知事が中止命令を出すことが

出来、罰則規定も設けられています。しかし、今回の合意案では業者が掘採中に遺骨を発見して

も、「気がつかなかった」といえば済まされてしまいます。何のペナルティもありません。 

知事は２４日の記者会見で、「合意案は措置命令の内容を概ね反映している」といわれました

が、合意案は措置命令の内容とは基本的に異なったものです。 

そもそも、南部地区の遺骨混りの土砂問題の当事者は、今も肉親の遺骨が戻っていない戦没

者のご遺族の方々です。しかし、県は今回の合意案受諾にあたってご遺族の方々の意見を聞い

ていません。先日もあるご遺族の方が、「何故、公害等調整委員会や県が、私たちの肉親かもし

れない遺骨を勝手に処分することができるのか？」と強く抗議されています。 

知事は、今回の合意案受諾を撤回されるよう要請します。 

 

＜その他の意見・要請事項＞ 
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